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１．目的  

 現場での盛土の品質の判定は盛土の乾燥密度をその最

大乾燥密度でわったＤ値によって行われているが，この

方法は直接力学的性質を表示するものではないため，盛

土の沈下解析などに直接用いることができない.本研究
では，締固め土を不飽和土として扱うことで,締固め状態
（乾燥密度・含水比）より不飽和土の応力成分であるサ

クションを陽な形で組み込み,締固め土の圧密降伏応力
を算定する手法を確立することを目的としている. 
２．研究のフロー  

 実験に用いた試料はカタルポであり研究の流れを図-
１で示す. まず,供試体の初期含水比を７～23％に調整し

た粉末試料を,締固め速度 1.02mm/min で,高さ２cm にな

るまで圧密リング(直径 60mm)内でその後,締固めた.そ
の時の乾燥密度は 1.3～1.65g/cm3である.静的に締固めた
供試体を用いて,水浸を含まない標準圧密試験を行った.
鉛直応力は 9.8～2510kPaである.この実験からCasagrande

の方法で降伏応力を求めた. 同詩に,試料の含水比を９～
25％に調整してランマ―落下によって動的突固めを行っ

た.モールド径 10cm，ランマ―重量 2.5kg，落下高さ 30cm，
1 層あたりの突固め回数は 15 回,25 回,40 回とし,3 層に
分けて突固めた. 
３．動的締固め試験と静的締固め試験の比較 

図-2 は動的締固め試験から得られた締固め曲線と静的
締固め試験を行った時にロードセルによって測定された

供試体に作用する締固め応力の分布図である.締固め応
力は供試体高さが2cmになる時の最大荷重を面積で割っ
たものである. 動的締固め試験で得られた締固め曲線は
一番左上が 40回で次が 25回,15回で,突き固めエネルギ
ーが増すにつれて左上に動いているのが分かる.一般的に締固め状態は土に与えられたエネルギーに依存すると言
われている.二つのグラプから締固め応力によって描かれたコンターと近い形状になることがわかる. 
４．一次圧縮試験 

 太田ら２)は締固め土の初期含水比により圧縮曲線が決定され，同じ初期含水比なら同じ圧縮曲線に収束すると 
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締固め曲線
締固め土のサクション分布
(流田(２００２))

記号の説明

(%)w 供試体の含水比

3( / )d g cmρ 供試体の乾燥密度

( )v kPaσ 鉛直応力

( )vc kPaσ 圧密降伏応力

( )W J 静的締固めエレルギー
( )vp kPaσ 静的締固め応力

動的締固め

ランマ落下による動的突き固め
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( )d wρ ∼

動的締固め土( )d wρ ∼

静的締固め

速度1.02mm/mim一定で静的締固め

7 23%w = ∼

高さ2cm
3( 1.3 1.65 / )d g cmρ = ∼

( )d wρ ∼静的締固め土

( , ) ,d vpw Wρ σ∼

一次元圧縮試験

9.8 2510( )v kPaσ = ∼

log ve σ∼
vcσ

試料 カタルポ
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締固め土の圧密降伏応力算定法の確立

 
図-1 研究の流れ 
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図-2 締固め応力の締固め曲線上のコンター 
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図-3 同じサクションの圧縮曲線 
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考えている.しかしながら,不飽和土の圧縮特性を支配するのはサク
ションであり，含水比は間接的にそれを表現していると言える.そこ
で,流田１）が同様の締固め方法で得た締固め曲線上でのサクション分
布を用いて,各供試体の初期サクションを求め,サクションによる圧
縮曲線の比較を行った.図-3はサクションが 60，85kPaでの圧縮曲線

であるが,サクションごとに圧縮曲線の収束がみられ,サクションを
圧縮曲線の関数と考える合理性が確認できる.  
図-4は圧縮曲線から Casagrandeの方法で降伏応力を求め,締固め応力
との関係をプロットしたものである.降伏応力と締固め応力がほぼ一
致しているのが分かる. 
５．締固め土の圧密降伏応力推定法 

これまで，締固め特性と締固め土の圧縮特性を個別に論じてきた.
ここでは既存の不飽和理論を簡略化して締固め土の圧密先行応力を

推定するための具体的なフローとしてまとめておくことにする.まず,
図-5に示すようなチャートを準備する.第一象限は密度と含水比から
なり，従来の締固め曲線をプロットしている座標である.また,第２象
限は乾燥密度で表した圧縮曲線であり，第３象限は圧密降応力とサ

クションからなる降伏線であり,第４象限は締固め土の含水比とサク
ション関係を表している. 
① 第１象限(締固め曲線)：図-２で示すように同じ速度で締固めた
締固め応力分布もしくは締固めエネルギーの等値線（JIS 基準の締固め曲線を含む）である.また，静的締固めの
場合,同じエネルギー(締固め応力)で締固めた締固め応力は圧密降伏応力とほぼ一致している.(図-４参考)この結果
により静的締固めで所定の乾燥密度，含水比まで締固めを行い，そのときの締固め応力を測定すればその土の降

伏応力が知ることができる.逆にある現場に与えられた締固め土の降伏応力を求めれば，その土に与えられた締固
め応力を推定することが出来る. 
② 第２象限(圧縮曲線)：図-３の結果を考慮してサクションを関数とする圧縮曲線を表す. 
③ 第 3 象限(降伏線)：Matyas は(サクション，外応力)面上に，不飽和土の等間隙線を実験から求めている.つま
り，応力状態が与えられれば体積変化を求めることができる.図-５で示すような，等乾燥密度線を与えれば，第２
象限のサクション毎の圧縮曲線が与えられる.この方法では太田らが表現できなかったコラプスのような浸水時挙
動を表現することが出来る. 
④ 第 4象限(水分特性曲線)：サクションと飽和度(本論文では含水比で表現)の関係であるが,流田１)は締固め曲線

上にサクション分布を水分特性曲線より推定する方法を提案している.推定したサクションの分布を第１象限の締
固め曲線上に示した. 
６．結論  

 一次元圧縮試験を行い得られた圧縮曲線はサクションごとに圧縮曲線の収束が見られた.締固め土の降伏応力は，
締固め時の最大締固め応力に相当するので，一定の方法で得られた締固め曲線は，同じ降伏応力を持つ供試体の

等値線を表しているといえる.以上の結果を用いて，チャートを用いて締固め土の降伏応力を算定する方法を提案
している.これによって任意の締固め状態(乾燥密度含水比)にある供試体の降伏応力を算定することができ，現場
施工に有益な手法として活用できる. 
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図-4 降伏応力と締固め応力の関係 
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図-5 締固め土の圧密降伏応力推定法 
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